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の主要な柱 としてきた.そ の中で、人々が密集 して住み、活動する都市部においては、移動
に当たっての混雑への対策が大きな課題 とされてきた。混雑は鉄道と道路では現象が異なる





ととなり、自動車交通を支えるインフラス トラクチャーである道路の資本ス トックの蓄積 も
明らかに不足 していた。わが国初の高速道路 となる名神高速道路の建設に当たって、1956年







都市の自動車交通についていえば、道路交通研究者に語 り継.がれることとなった 「ワ トキ
ンス ・レポー ト」での警鐘もあって、自動車の走行に耐えうる道路資本ス トックの形成が強
く叫ばれたことに呼応する形で、道路特定財源制度、有料道路制度を道路政策の二本柱 とし




て続いているという実情か ら、今日は新設を中心 とする道路整備 による供給対策よりも、需
要管理対策が主流 となる時代に移ってい.ると捉えら.れるの.である。論文提禺者の基本認識は
ここにあり、そのための有効な対策を考察するのが本論文の大きな目的となっている。
既存ス トックの活用に関 しては、道路利用に料金を課すロー ドプライシングの研究が以前
から行われて きた。旧くは理論的にはA.c.Pigouの「厚生経済学』(第.1版〉、政策論的には
英国の 「ス ミー ド・レポー ト」(1964年)にその端緒 を見出す ことがで きる。かつての、道
路をは じめとする交通施設に対 しての最適な価格形成の実践 は、理論的にはともか くも物理
的に不可能であるとされていた議論は、あくまでも過去の技術水準 を前提 とした場合のもの
となっている。実際問題 として、.活用 して.いる技術にご.そ差はあるものの、近年ではロー ド
プライシングが政策として実行 されている都市が少なからず見出せるようになっているので






いう視点を口7i能な限 り具体的に反映 しての ものである。
論文提出者がこれまで学んできた交通経済学では、都市活動の効率化に関する研究が明示
的に行われて きたのかといえば、必ず しもその限 りではない。それに対 して、都市経済学は
都市の.:L地利用の効率化の研究 を主たる目的とする立場にあり、研究成果 も多く出されてい
る。.と.はいえ、その半面で交通の諸問題について.は大胆な抽象化が行われている。都市経済
学研究では、個人の立地の最適化に対 しての制約 として交通費用を扱 うこと.から、交通の分
析が重要な位置を占めている。そこで、本論文では交通経済学、都市経済学の隔たりを解消
し、双方での研究成果 を提出者な りに活用 ・.発展 させることによって、今後のわが国の道路
交通政策が目指すべ き方向が論 じられている。加 えて、論文提出者の設定によるロー ドプラ
イシング構想を裏付けるため、可9GなRteりの実証分析も具体的に行われている。このような
試み、成果は、少なくとも現在 までの 日本交通学会では皆無ではないものの、実質的にはほ
とんどみられていないので、 この点でも本論xの 学.会に貢献するところは大 きいものとされ
うる。この種の研究が交通経済学か ら都市経済学、 さらには地域経済学、ilPJ経済学へ と拡
大されていく時代にあって、本:論文はその重要な..一角 を占めるものと解釈 され うるのである.
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こと(第1章 〉か ら始め、道路サービスの価格形成理論(第2章)、 道路投資、土地利fH効
率化の理論(第4章)を 二つの柱 として、理論的考察を試み、それぞれの政策への適用(第
3章、第5章)を 検討 し、交通市場外か らの制約の検討(第6章)、 諸外国の事例分析(第7
章)を 行った上で、政策提言を行 う(第.8章).というものである。




移を示 している。なお、東京都に関 し.ては、主要道路での時間帯別旅行時間を分析す ること
で、時間帯に応 じた混雑状況の観察 を行っている。
地方都市 としてはそれ らが属 し、データが入手可能であった九州の福岡、熊本、鹿児島の
3県について同様の整理を試み、実態の把握を行.っている。
観察の結果として、大都市圏では平成 になってか ら、道路投資量 と交通需要量のかい離が
見られ、地方都.ifiでは交通量の増加は見 られるものの、それは複数台保有が原因であ り、人




つ〉、空間ないし地点(ど こで)に 応 じた実施が必要であることが指摘 されている。 このこ
とは第2章 以下で改めて確認、検討 されることとなるが、本論文での核心的視点とされる。
経済損失については走行費用 ・走行時間の増加、環境負荷の増大として、その把握への接
近が試み られている。走行費用が仮想的に10km/h上昇 した場合の節約額 として、東京特
別区で824万円/日 、大阪市で216.万円/日 、名古屋.市で309万円/日 と推計 されてい る。
ただし、この推計値は想定 した走行時間の上昇の可能性から過小であるとも推論されている。
走行時間の節約額 は所得接近法により.全国で12兆円/年 とされている。環境費用に関 して
は、貨幣換算が困難であることから、環境基準 との関連からの整理が試み られている。.二酸
化窒素 ・光化学オキシダン ト・騒音が自動車交通の外部性の大.きな項 目と位.置付けられた。
わが国では計測..ヒ利用.可能なデー タが十分に整 えられているわけではないことを考慮 すれ
ば、この整理にも現実的な意義が見出 しうるものである。
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第1章 での現状把握は第2章 以下での検討のベースとなるものであり、理論と現実の橋渡
しとしての役割を演 じている。





地の量)、locationtax(混雑税)、人頭税を解 として与え得るもの とまとめている.こ れを交
通混雑を含めるという意味で拡張(以 下拡張形を拡張HSモ デル と略称〉す ることによって、
外部性が存在する中での土地の最適利用が説明され うるとい.うのがHerbert-Stevensの解釈
である,基本モデルから拡張モデルへの解説を綿密に行い、都市の土地利用の効率化は、①








張を試みている。その結果、.都市内の各地点の混雑度(通 過台数/交 通容量)に 依存 した各
地点での渋滞の発生条件が明 らかにされ、その解消(余 剰の最大化)の ためには各々の渋滞
発生地点での混雑度に応 じたADL課金が必要であること、ただ し道路利用者は出発地点か
ら直近の渋滞発生地点で1回 だけ課金 されればよいことを明らかにしている。
これを受けて第3章 では、従来から交通経済学で提案 されて きた需要管理(価 格形成)政
策に対 して、第2章 での検討 を用いての評価が試みられている。評価の基準 として、土地利
用の効率化を意図 した拡張HSモ デルと、土地利.月.1は一定 としたADLモデルの空間的拡張
モデル(以 下拡張ADLモデルないしADL空間モデルと略称〉.を熔いている。課金に必要な
情報は、前者では各人の立地 と各地点の混雑度、後者では立地(当 該立地が渋滞発生地点よ
り都心側か、郊外側か)と 移動時刻である。課金等の政 策の手段 として、租税(自 動車関係
諸税)、都.市の外周部に料金所 を設置するコー ドンプライシング、駐車場課金、ナンバープ
レー ト規制、ナンバープレー ト規制十利用権取引、GPS(対距離)課 金を想定 し、評価基準
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場合のみ という意味で限定的、後者ではほぼ実行不可能 という点で極めて薄い、HS拡張モ
デルでは双方の手段 ともに含意なしとされた。残 るコー ドンプライシングではHS拡 張モデ
ルでは立地及び混雑度の情報が粗 いとい うことか ら含意は薄 いが、ADL空間モデルではコ





さらに、実証分析 として九州の4都 市( .九州に.おける都市人口の上位4都 市でもある福岡
市、北九州市、熊本市、鹿児島市〉での主要国道を対象に、平成17年度の道路交通センサ
ス ・データを用いてコー ドンプライシングでの望ましい課金ポイン トの設置点が示 されてお
り、現実面との接近が図られている。
第4章 では、道路投資政策の理論的考察が行われている,道 路ネットワークが完成 しつつ
ある都市においても、現時点で道路投資が不要 というわけではない ことか ら、第2章 で検討




こと、外部不経済を反映 しないことによる最適 とのかい離があること、 さらに便益の主要部
分を占める時間評価値には全国一律の所得接近法によるものが用いられていることを指摘 し






はこれは道路利用者の最適化行動 を無視 しており、経済学との不整合が極めて大 きいと批判








『交通 ネットワークが完成 しつつある都rl∫の道路交通政策に対する経済学的アブa一 チa




期 にある道路投資とい う現実的側面か ら一定の評価 を.与えることも行っており、そこでの
個々の手法の改善を図るとともに、プロジェク トの性質に応 じた推定方法の選択が必要 とな
るとしている。現実と密接に関連 した対象を究明すべきである交通研究の出発点からの推論
であろう。
第6章 は軌道系交通など道路交通 と密接 な関連のある市場を考慮に入れた検討を試みたも
のである。そこには、他の交通機関、とりわけ公共交通機関では、その運賃が混雑 を反映 し
たものとなっていないことが、道路交通サービスの価格形成に制約となっているとい う論文
提出者の問題意識がある。この ことをは じめとした諸々の影響を加味 した需要管理政策の検
討が必要であるとするものである。道路交通政策において制約 となる他の要因として、建造
物の耐.久性、環境基準、通勤費補助、物流、公平性、を挙げて検討が試み られている。道路
交通政策を論ず るに当たりこれ らの制約抜 きに考察することは極めて非現実的であるだけ
に、論文提出.者の着眼と検討は実証分析に結びつける上でも有用である。
道路交通と代替的な公共交通に関 しては、まず混雑の性質の違いを検討 し、既存研究の成
果を活用することによりそれは本質的ではなく、 したがって混雑に対 しては道路 と同様に扱
うことが可能であることを確認 している.ま た、現実的制約から他の交通機関の価格形成 を
所.与とした場合には、全体 としての移動の効率性を改善するために、非効率的な交通機関か
ら効率的な価格形成が可能な道路へ と利用者を誘導するよう、ピーク時間帯前後で道路交通
への補助が望 ましいケースが指摘 され うるとしている。
建造物の耐久性に関 しては、その不.可逆的性質からネッ トワークの構築期では制約 となる
が、完成期では混雑対策の大 きな制約とはならないとしている。環境基準につ いては、すで
に多 くの環境規制が実施 されているため、土地利用を変更するような混雑対策 は実施が困難
であるが、土地利用一定の下での混雑対策であれば制約とはな らないとしている。わが国特
有の制度でもある通勤費補助は土地利用を歪める可能性が高いことから、本来的には制度の
廃止が望 ましいとしなが らも、わが国の通勤費補助は利用時刻ではなく通勤距離に依存 して
給付 されているため、土地利用.一定の一.Fでの時間変動課金であるADL課金は相対的に影響
を受けにくい可能性があることを指摘 している。都市内物流では基本的に トラック以外の代
替的.手段が存在 しない こと、荷主に対 して物流事業.者の市場競争力が弱4>こと等から、課金
による影響をより強 く受ける可能牲があるため、少なくとも短期的には トラック事業.者の負
担軽減が必要であるとしている。これらとは幾分次元が異なるものが公'f性である。初期賦













第7章 は、価格形成 と投資の一体化を検討すべ く、道路政策の効率化に向けた各国の動向
を、理論と制度設計の整合性 を検証する.という視点で綴ら.れている。検討対象都 市として、
道路ネッ トワークが完成 に近い代表例であるス トックホルム、 ロン ドン、ニューヨーク、マ
ンチェスターを詳細に扱 っている。加えて、ロー ドプライシングを実行中のロン ドン、シン
ガポール、ベルゲン、オスロ、 ス トッ.ク.ホルム、.ミラノの6都 市、検討中のスウェーデン
(大型貨物車対距離課金)、オ ランダ(対距離課金〉の2力 国、.断念 したニューヨーク、マン
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④ 課.金により経済厚生が劣化する道路利用者 に対 して、適切な補償措置を講ずること












には地域経済学、T間 経済学に拡大 して検討 を行 うべきだとされる時代の動向に沿 うも
のとなっている。現段階でこのような成果は日本交通学会では実質的にほとんど生み出
されていな.いので、本研究は十分な評価に値するものである.。
(3).具体的には、経済学の.手法 を現実の交通分析に適用す ること.に鋭意留意 し、定評ある既
存研究の成果を活用している..。道路.サ{ビスの価格形成を論ず るに当た.り、時刻(い つ)
と空間ないし地点(ど こで)を 捨象 しないモデルの重要性 を指摘.した....ヒで、本研究のべ
一スとなる既存モデルの拡張版を用いることによって分析をしているのが本論文の大 き
な特徴となっている。 さらに、時刻 と空間ない し地点を組み込むごとの必要性を現実の
データを分析することで確認 していることから研究結果の説得性が高め られている。
(4>わが国でのロー ドプライシング政策として、 コー ドンプライシング0)適.用を説いている
が、その背景となる理論はもとより、諸外国での教訓から示唆に富む提唱を行っている。
本研究でのわが国の政策論議へのインプ リケーシ ョンに..卜.分留意 した成果となってい
る。
2.本 論 文 の 短 所
その一方 で、本論 文には短 所,問:,が ないわけでは ない。
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